武雄市子ども・若者相談ほっとＬＩＮＥ事業業務委託　仕様書
１．件名
　　武雄市子ども・若者相談ほっとＬＩＮＥ事業業務委託
2． 目的
身近なコミュニケーションツールであるＬＩＮＥ（ＬＩＮＥヤフー株式会社が提供しているメッセンジャーアプリ。以下同様）を活用した相談窓口を設置し、ＳＮＳが主なコミュニケーションツールである子ども・若者がより気軽に相談できる体制を構築することで、児童虐待やヤングケアラーなどの未然防止、早期発見、早期対応を図ることを目的とする。
3． 委託期間
契約締結日から令和７年３月３１日まで
4． 納入場所
武雄市が指定する場所
5． 本事業における相談対象者
市内の小学生、中学生、高校生世代、若者（１８歳以上～３０歳まで）を相談対象者とする。ただし、相談対象者以外から相談を受けた場合も、相談者が不満や不信感を抱かないよう誠意
をもって対応すること。
6． 業務内容
（１）ＬＩＮＥによる相談窓口の設置及び運営
（２）ＬＩＮＥによる相談に対する助言等の対応
（３）相談内容の記録及び委託者への報告
７．相談窓口の設置期間
　　令和６年７月２２日（月）（予定）から令和７年３月３１日（月）
８．相談時間
（１）相談窓口の設置期間における土日祝日の２０時００分～２４時００分（令和６年１２月２８
日～令和７年１月５日の期間を除く）に相談対応を行うこと。
　　　ただし、相談者からの送信の受付は相談窓口設置期間中２４時間受け付けるものとする。
（２）相談時間を変更もしくは追加する場合は、委託者と受託者が協議の上、決定する。
（３）相談受付時間前及び相談受付時間外については、自動応答機能等により、相談受付期間中に対
応する旨を説明するメッセージを送信できるようにすること。
　
９．相談内容について
　　児童虐待、不登校、いじめ、発達障がい、ヤングケアラー等、相談対象者の様々な悩みについて
幅広く対応すること。必要に応じて適切な支援機関を紹介すること。
１０．相談体制
（１）相談者からのＬＩＮＥによる相談に円滑に対応できる組織体制を構築すること。
（２）受託者は、本業務を円滑に運営するため、本業務の遂行に必要となる能力（相談対応、苦情
対応、業務進行管理、連絡調整）を有し、相談受付対応業務の責任者経験を豊富に有する者を業務責任者として１名以上定めること。
業務責任者は本業務の運営の総括、相談員の統括、委託者との連絡調整を行い、業務の円滑
な執行管理を行うこと。
（３）業務責任者とは別に相談員を１名以上配置すること。相談員は次のいずれかに該当し、社会
福祉、教育のいずれかの分野において相談業務の経験を有しており、かつＬＩＮＥを活用した
相談について、一定の資質がある者とする。
　　　ア　社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、臨床心理士のいずれかの資格を持つ者。
　　　イ　児童福祉司として従事した経験を有する者。
　　　ウ　児童心理司として従事した経験を有する者。
（４）提供するサービスの質の維持・向上に努め、常に最新の相談業務に関する情報を収集するこ
と。
（５）本業務を実施する上で従事者の資質、態度等が不適切と認められる場合は、委託者は受託者
　　に従事者の交代を要求することができるものとし、受託者は速やかに適正な従事者と交代させ
　　るものとする。
（６）相談対象者の身体や生命に危険があると判断した場合や、緊急に対応が必要と判断される場
合、受託者は委託者や警察、関係機関などに速やかに連絡すること。
（７）（６）の場合を除き、受託者は相談対象者が自ら希望し、かつ同意しない限りは相談内容を第
三者へ伝達しないこと。
１１．相談環境
（１）相談はＬＩＮＥにより受け付けることとする。なお、相談者からの画像の送信はできないように設定すること。
（２）相談受付の際に、相談対象者に対して年代や大まかな相談内容などを入力または選択させる
こと。
（３）相談は専用の相談室において実施する等、情報漏洩防止のためのセキュリティーを確保する
こと。
（４）相談対応に使用するシステムは、ＬＩＮＥ株式会社が仕様確認している相談応答システムと
すること。
（５） 機密性を有する情報の扱いについては、ＬＩＮＥに情報が保存されない方法で送受信を行い、
情報の管理を徹底すること。
（６）「政府機関・地方公共団体等における業務でのＬＩＮＥ利用状況調査を踏まえた今後のＬＩ
ＮＥサービス等の利用の際の考え方（ガイドライン）（令和3年4月30日付内閣官房ほか）」
に準拠した対応をとること。
１２．報告、検査等について
（１）相談員は、対応した相談ごとに相談者の年代、性別、相談内容、応答内容、応答時間等について記録を作成すること。
（２）月例報告書、業務日誌（当該月初日から末日までの１か月分）及び月例受付状況により、実
施月の翌月１０日までに委託者へ報告すること。
（３）年度報告書及び年度受付状況により、業務が終了した日（業務を中止し、または廃止した日
を含む）から起算して３０日を経過した日または令和７年４月１０日のいずれか早い日までに
委託者へ報告すること。
（４）本業務の執行の適正に期するため必要があるときは、委託者は、受託者からその業務に関し
報告をさせ、またはその職員に、受託者の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、
書類その他の物件を検査させることができる。
１３．委託業務の一括再委託の禁止
　　　受託者は、本業務を一括して第三者に委託し、または請け負わせることはできない。
　　　ただし、本業務の中心となる業務（委託業務における総合的企画、業務進行管理、業務の手法
の決定及び技術的判断等の業務、ＬＩＮＥによる相談業務）を除いた業務について、本業務を効
率的に行う上で必要と認めるときは、委託者と協議の上、その一部を委託することができる。
１４．その他
（１）受託者は、この契約による業務を遂行するための個人情報については、別記「個人情報取扱
い特記事項」を遵守しなければならない。
（２）本仕様書に明示のない事項または本業務の遂行上の疑義が発生した場合は、委託者と受託者
が協議して決めるものとする。
（３）受託者は、契約期間の満了または契約解除により契約の更新が見込まれない場合、本業務に
支障をきたすことのないよう次の受託者または委託者に業務を引き継がなければならない。ま
た、引継ぎ終了後は、所有している相談記録の一切のデータ及び紙媒体の資料を破棄し、その
旨を委託者に書面で報告しなければならない。
【別記】　　　　　　　　　　　　　個人情報取扱特記事項
（基本事項）
第１　この契約による業務の受託者（以下「乙」という。）は、個人情報保護に関する法令等に基づき、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
（秘密の保持）
第２　乙はこの契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（使用者への周知）
第３　乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的にしようしてはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。
（適正管理）
第４　乙は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損、改ざんその他の事故防止及び個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（収集の制限）
第５　乙は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集するときは、当該業務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。
（目的外利用等の禁止）
第６　乙は、この契約による業務の委託者（以下「甲」という。）の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報を当該業務を処理するために以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。
（複写等の禁止）
第７　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務を処理するために甲から貸与された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。
（再委託の禁止）
第８　乙は、この契約による業務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、甲の承諾がある場合を除き、第三者に取り扱わせてはならない。
（資料等の返還等）
第９　乙は、この契約による業務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その方法によるものとする。
（事故発生時における報告）
第１０　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。委託契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（契約の解除及び損害賠償）
第１１　甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めるときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。
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